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第Ⅲ編 東京の中小製造業に関するテーマ分析 

（アンケート結果） 
 

第Ⅲ編では、テーマとして「仕入とコストの状況」、「人員の過不足状況」、「海外展開の現状

と方向性」を設定し、分析を行った。 

 

【第Ⅲ編のポイント】 

第１章 仕入とコストの状況 

・過去１年間における仕入単価・原材料単価の動向は、「やや上昇（20％未満）」（50.7％）が最も高く、

「大幅上昇（20％以上）」（32.9％）、「ほぼ横ばい（±５％未満）」（8.7％）の順。 

・過去１年間における人件費単価の動向は、「ほぼ横ばい（±５％未満）」（43.2％）が最も高く、「やや

上昇（20％未満）」（34.6％）、「一概には言えない」（7.0％）の順。 

・価格転嫁の割合は、「わずかな転嫁（20％未満）だが今後追加で転嫁予定」（20.0％）が最も高く、

「一部を転嫁（20％以上50％未満）」（18.0％）、「一部を転嫁（50％以上80％未満）」（17.9％）の順。 

・最も取引金額の多い仕入先企業は、「国内の中小企業」（79.5％）が最も高い。 

・主な仕入先企業の所在地は、「都内（自企業所在地外）」（46.9％）が最も高い。 

・生産コストに占める仕入コストの割合は、「20～40％未満」（34.5％）が最も高い。 

・原材料や部品の取引先からの支給状況は、「支給はない（自社で調達している）」（46.5％）が最も

高く、「一部のみ支給される」（31.2％）、「ほとんどが支給される」（18.8％）の順。 

・原材料の仕入に影響する国際情勢(複数回答)は、「為替変動」（48.0％）が最も高く、「ウクライナ、

中東等の情勢」（31.8％）、「原材料産出国の資源政策」（27.9％）の順。 

・原材料調達（購買）の今後の方針(複数回答)は、「現在の調達先を特に変えるつもりはない」

（63.2％）が最も高い。 

 

第２章 人員の過不足状況 

・雇用している従業員の有無は、「従業員を雇用している」（64.7％）が６割を超える。 

・３年前と比較した全従業者数の変化は、「横ばい」（63.8％）が最も高く、「減少」（21.1％）、「増加」

（12.6％）の順。正規従業員数の変化は、「横ばい」（60.2％）が最も高く、「減少」（17.8％）、「増加」

（11.2％）の順。非正規従業員数の変化は、「横ばい」（44.1％）が最も高く、「いない」（26.1％）、

「減少」（10.9％）の順。 

・人材採用意向（複数回答）は、「採用の意向はない」(52.6％)が最も高い。 

・従業員の過不足状況は、「適正」（51.3％）が最も高く、「やや不足」（25.0％）、「不足」（8.3％）の順。 

・人手不足による具体的な影響（複数回答）は、「需要増への対応が困難」（49.9％）が最も高い。 

・人事・給与等や業務に関する現在までの取組（複数回答）は、「正規従業員の賃金引上げ」（42.2％）

が最も高い。 

・人事・給与等や業務に関して今後予定している取組（複数回答）は、「正規従業員の賃金引上げ」

（34.9％）が最も高い。 
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第３章 海外展開の現状と方向性 

・製品・商品の輸出の状況（複数回答）は、「輸出していない」（73.2％）が最も高く、「商社・卸などを通

じて間接的に輸出している」（10.5％）、「把握していない」（8.8％）の順。 

・年間売上高に占める輸出額の割合は、「５％未満」（45.9％）が最も高い。 

・３年前と比較した輸出額の変化は、「ほぼ横ばい（±５％未満）」（53.1％）が最も高く、「やや増加

（20％未満）」（14.7％）、「やや減少（20％未満）」（10.4％）の順。 

・海外生産の今後の方向性は、「現在は海外での生産を行っておらず、今後もその予定はない」

（84.7％）が最も高い。 

・海外生産に積極的な理由（複数回答）は、「海外は国内よりコストが安いため」（49.5％）が最も高い。 

・海外生産に消極的な理由（複数回答）は、「海外では必要な人員・人材の確保が難しいため」（21.8％）

が最も高い。 
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第１章  仕入とコストの状況 
 

第１節 生産コストの現状 

１ 仕入単価・原材料単価の動向 

過去１年間における仕入単価・原材料単価の動向は、「やや上昇（20％未満）」（50.7％）が最も高く、「大

幅上昇（20％以上）」（32.9％）、「ほぼ横ばい（±５％未満）」（8.7％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「大幅上昇（20％以上）」（44.0％）が高い。衣料・身の

回り品は「やや上昇（20％未満）」（56.3％）が高い。材料・部品[非金属]は「やや低下（20％未満）」（2.1％）

が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「やや上昇（20％未満）」が高くなる傾向がみられ、

100人以上と回答した企業は「やや上昇（20％未満）」（69.1％）が約７割である。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が減少と回答した企業は「大幅上昇

（20％以上）」（36.7％）が３割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「やや上昇（20％未満）」（55.2％）が５

割を超える。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「大幅上昇

（20％以上）」（37.3％）が４割程度である。 
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図表Ⅲ-１-１ 仕入単価・原材料単価の動向 
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２ 人件費単価の動向 

過去１年間における人件費単価の動向は、「ほぼ横ばい（±５％未満）」（43.2％）が最も高く、「やや上昇

（20％未満）」（34.6％）、「一概には言えない」（7.0％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「大幅上昇（20％以上）」（8.6％）、「やや上昇（20％未

満）」（53.4％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「ほぼ横ばい（±５％未満）」（48.7％）が５割程度で

ある。他の従業者規模に比べて 100人以上と回答した企業は「大幅上昇（20％以上）」（7.4％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「やや上昇

（20％未満）」（55.9％）が５割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「大幅上昇（20％以上）」（5.2％）、「や

や上昇（20％未満）」（43.2％）が赤字（マイナス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「やや上昇

（20％未満）」（44.3％）が４割を超える。 
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図表Ⅲ-１-２ 人件費単価の動向 
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３ 価格転嫁の割合 

コスト上昇分の価格転嫁の割合は、「わずかな転嫁（20％未満）だが今後追加で転嫁予定」（20.0％）が最

も高く、「一部を転嫁（20％以上 50％未満）」（18.0％）、「一部を転嫁（50％以上 80％未満）」（17.9％）の順

で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて衣料・身の回り品は「わずかな転嫁(20％未満)だが今後追加で転嫁予

定」（23.1％）、「転嫁していない」（19.7％）が高く、一般・精密機械は「一部を転嫁(20％以上 50％未満)」

（22.0％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「転嫁していない」（22.6％）が２割を超える。他の

従業者規模に比べて 100人以上と回答した企業は「大部分を転嫁(80％以上)」(19.1％)が高い。 

年間売上高増減別(３年前)にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「一部を転嫁

(50％以上 80％未満)」（26.5％）が２割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、赤字（マイナス）と回答した企業は「わずかな転嫁(20％未満)だが今後追

加で転嫁予定」（21.7％）が２割を超える。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「転嫁してい

ない」（19.6％）が増益、横ばいと回答した企業を上回る。 
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図表Ⅲ-１-３ 価格転嫁の割合 
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第２節 仕入先の動向と原材料等の調達 

１ 最も取引金額の多い仕入先企業 

最も取引金額の多い仕入先企業は、「国内の中小企業」（79.5％）が最も高く、「国内の大企業」（10.3％）、

「海外の企業」（2.9％）の順で続く。 

業種別にみると、住宅・建物は「国内の中小企業」（87.3％）が９割程度である。他の業種に比べて材料・

部品[非金属]は「国内の大企業」（15.9％）が高い。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「国内の大企業」が高くなる傾向がみられ、100人

以上と回答した企業は「国内の大企業」（52.9％）が５割を超える。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「国内の大

企業」（13.0％）、「海外の企業」（5.9％）が横ばい、減少と回答した企業に比べて高い。 

売上高経常利益率別にみると、赤字（マイナス）と回答した企業は「国内の中小企業」（81.8％）が８割

を超える。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「国内の大企

業」（11.2％）が増益、横ばいと回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅲ-１-４ 最も取引金額の多い仕入先企業 
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２ 主な仕入先企業の所在地 

主な仕入先企業の所在地は、「都内（自企業所在地外）」（46.9％）が最も高く、「関東（都内を除く）」（22.2％）、

「自企業所在地と同一地域」（15.3％）の順で続く。 

業種別にみると、紙・印刷は「都内（自企業所在地外）」（66.9％）が６割を超える。他の業種に比べて電

機・電子は「関東（都内を除く）」（30.9％）、「東日本（関東を除く）」（4.7％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「都内（自企業所在地外）」（54.0％）が５割を超える。

他の従業者規模と比べて 100人以上と回答した企業は「国内（東日本を除く）」（22.1％）、「海外」（7.4％）

が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「東日本（関

東を除く）」（3.4％）、「国内（東日本を除く）」（11.5％）、「海外」（5.9％）が横ばい、減少と回答した企業

に比べて高い。 

売上高経常利益率別にみると、赤字（マイナス）と回答した企業は「自企業所在地と同一地域」（16.6％）、

「都内（自企業所在地外）」（50.1％）が黒字（プラス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「都内（自企

業所在地外）」（48.0％）、「関東（都内を除く）」（23.6％）が増益、横ばいと回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅲ-１-５ 主な仕入先企業の所在地 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
（注）最も取引金額の多い仕入先企業 (図表Ⅲ-１-４)で「国内の中小企業」、「国内の大企業」、「海外の企業」、「その他」とした企業のみを集計。 
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３ 生産コストに占める仕入コストの割合 

生産コストに占める仕入コストの割合は、「20～40％未満」（34.5％）が最も高く、「40～60％未満」（21.8％）、

「10～20％未満」（15.9％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「40～60％未満」（29.8％）、「80％以上」（7.0％）が高

く、衣料・身の回り品は「10％未満」（15.2％）が高い。住宅・建物は「20～40％未満」（41.7％）が４割を

超える。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～３人と回答した企業は「10％未満」（10.7％）、「10

～20％未満」（18.1％）が高い。100 人以上と回答した企業は「40～60％未満」（41.2％）が４割を超える。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「60～80％

未満」（12.2％）、「80％以上」（3.7％）が横ばい、減少と回答した企業に比べて高い。 

売上高経常利益率別にみると、赤字（マイナス）と回答した企業は「10～20％未満」（16.6％）、「80％以

上」（3.5％）が黒字（プラス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「10％未満」

（8.9％）、「20～40％未満」（36.8％）が横ばい、減益と回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅲ-１-６ 生産コストに占める仕入コストの割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）最も取引金額の多い仕入先企業 (図表Ⅲ-１-４)で「国内の中小企業」、「国内の大企業」、「海外の企業」、「その他」とした企業のみを集計。 
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４ 原材料や部品の取引先からの支給状況 

原材料や部品の取引先からの支給状況は、「支給はない（自社で調達している）」（46.5％）が最も高く、

「一部のみ支給される」（31.2％）、「ほとんどが支給される」（18.8％）の順である。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「ほとんどが支給される」（32.5％）が高く、材料・部

品[金属]は「一部のみ支給される」（36.2％）が高い。 

従業者規模別にみると、100 人以上と回答した企業は「ほとんどが支給される」（27.9％）が３割程度で

ある。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が減少と回答した企業は「ほとんど

が支給される」（20.9％）が増加、横ばいと回答した企業に比べて高い。 

売上高経常利益率別にみると、黒字(プラス）と回答した企業は「支給はない（自社で調達している）」

（47.4％）が５割程度である。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「支給はない

（自社で調達している）」（48.1％）が増益、横ばいと回答した企業に比べて高い。 

仕入単価・原材料単価の動向別にみると、大幅上昇（20％以上）と回答した企業は「支給はない（自社で

調達している）」（49.9％）が５割程度である。 
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図表Ⅲ-１-７ 原材料や部品の取引先からの支給状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）最も取引金額の多い仕入先企業 (図表Ⅲ-１-４)で「国内の中小企業」、「国内の大企業」、「海外の企業」、 

「その他」とした企業のみを集計。 
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５ 仕入に影響する国際情勢 

原材料の仕入に影響する国際情勢（複数回答）は、「為替変動」（48.0％）が最も高く、「ウクライナ、中

東等の情勢」（31.8％）、「原材料産出国の資源政策」（27.9％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「ウクライナ、中東等の情勢」（41.2％）、「為替変動」

（57.9％）、「天候や自然災害等の自然要因」（57.0％）が高い。住宅・建物は「原材料産出国の資源政策」

（44.3％）が４割を超える。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて 100人以上と回答した企業は「ウクライナ、中東等の情

勢」（44.1％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「為替変動」

（57.1％）が６割程度である。 

売上高経常利益率別にみると、黒字(プラス）と回答した企業は「為替変動」（49.6％）が約５割である。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「ウクライナ、

中東等の情勢」（33.9％）、「中国の通商政策」（17.3％）、「為替変動」（53.9％）が横ばい、減益と回答した

企業に比べて高い。 

仕入単価・原材料単価の動向別にみると、他の項目と比べて大幅上昇（20％以上）と回答した企業は「ウ

クライナ、中東等の情勢」（40.5％）、「アメリカの通商政策」（9.9％）、「為替変動」（53.8％）、「原材料産出

国の資源政策」（34.4％）が高い。 
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図表Ⅲ-１-８ 仕入に影響する国際情勢 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）最も取引金額の多い仕入先企業 (図表Ⅲ-１-４)で「国内の中小企業」、「国内の大企業」、「海外の企業」、 

「その他」とした企業のみを集計。 
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要
因
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際
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響
は
な

い

無
回
答

  ｎ

31.8 15.5 7.7 48.0 27.9 9.9 5.7 14.9 7.5 2,423

 食品・飲料 41.2 13.2 7.9 57.9 18.4 57.0 7.0 7.9 6.1 114

 衣料・身の回り品 21.7 12.6 4.0 47.0 18.7 8.6 5.6 17.2 13.1 198

 住宅・建物 27.0 10.4 6.1 43.5 44.3 13.0 1.7 8.7 7.0 115

 紙・印刷 32.3 7.9 5.0 37.7 28.8 5.6 5.2 22.8 6.6 483

 材料・部品［非金属］ 39.0 17.3 6.7 52.4 31.6 11.2 4.8 12.5 5.1 313

 材料・部品［金属］ 33.3 17.9 9.6 45.9 29.1 4.0 7.2 10.3 9.6 447

 一般・精密機械 32.8 19.5 8.9 50.6 29.0 6.6 6.9 16.7 7.5 348

 電機・電子 25.8 21.5 12.0 56.7 22.3 11.2 5.2 12.9 5.6 233

 その他 26.8 20.1 7.3 56.7 26.8 8.5 5.5 15.2 5.5 164

 1～3人 23.2 10.9 4.8 36.0 26.8 6.3 7.6 18.9 10.4 1,037

 4～9人 35.1 18.2 8.6 50.8 30.8 9.7 5.1 13.8 6.1 720

 10～20人 41.5 18.3 10.6 61.1 25.2 17.9 4.0 11.3 4.3 301

 21～50人 41.5 19.2 7.3 64.8 25.9 13.0 3.1 9.3 4.7 193

 51～99人 42.5 30.1 24.7 71.2 31.5 19.2 0.0 11.0 0.0 73

 100人以上 44.1 20.6 10.3 70.6 27.9 16.2 4.4 5.9 1.5 68

 増加 36.6 19.3 8.6 57.1 25.4 12.9 5.1 14.2 4.7 590

 横ばい 30.3 13.6 7.0 46.2 29.3 9.8 4.4 15.1 7.8 704

 減少 30.2 14.9 7.8 43.7 28.8 8.4 6.8 15.4 8.8 1,045

 黒字(プラス) 32.9 16.8 8.6 49.6 28.2 11.1 4.9 15.0 6.6 1,389

 赤字(マイナス) 29.6 13.7 6.4 46.5 27.5 8.1 6.5 15.0 8.4 919

 増益 33.9 17.3 7.5 53.9 25.3 10.6 5.4 14.7 6.8 573

 横ばい 28.8 13.7 8.1 45.7 30.4 11.5 6.3 16.1 6.7 816

 減益 33.0 16.1 7.8 47.1 28.1 8.5 4.8 14.6 7.6 943

 大幅上昇(20％以上) 40.5 20.6 9.9 53.8 34.4 11.8 6.9 7.9 5.9 832

 やや上昇(20％未満) 28.9 13.6 7.0 49.3 26.5 9.5 4.4 16.1 6.7 1,266

 ほぼ横ばい(±５％未満) 18.4 9.5 5.5 26.9 18.9 5.5 7.5 33.8 11.9 201

 やや低下(20％未満) 35.7 7.1 3.6 35.7 21.4 14.3 10.7 17.9 10.7 28

 大幅低下(20％以上) 18.2 36.4 0.0 18.2 0.0 18.2 0.0 9.1 36.4 11

 一概には言えない 16.7 7.4 5.6 27.8 14.8 7.4 11.1 24.1 14.8 54
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６ 原材料調達の今後の方針 

原材料調達（購買）の今後の方針（複数回答）は、「現在の調達先を特に変えるつもりはない」（63.2％）が最

も高く、「一貫した方針はないが、定期的に見直しをする」（16.8％）、「国内の調達先の数を増やしたい」（12.3％）

の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「国内産品の調達量を増やしたい」（14.0％）、「海外産

品の調達量を増やしたい」（2.6％）が高く、電機・電子は「国内の調達先を増やしたい」（19.3％）、「一貫

した方針はないが、定期的に見直しをする」（22.7％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「現在の調達先を特に変えるつもりはない」（75.9％）

が７割を超える。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が減少と回答した企業は「現在の調

達先を特に変えるつもりはない」（68.0％）が７割程度である。 

売上高経常利益率別にみると、赤字(マイナス）と回答した企業は「現在の調達先を特に変えるつもりは

ない」（69.1％）が約７割である。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「海外産品の

調達量を増やしたい」（1.2％）、「現在の調達先を特に変えるつもりはない」（65.9％）が増益、横ばいと回

答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅲ-１-９ 原材料調達の今後の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）最も取引金額の多い仕入先企業 (図表Ⅲ-１-４)で「国内の中小企業」、「国内の大企業」、「海外の企業」、 

「その他」とした企業のみを集計。 
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  ｎ

12.3 5.2 1.5 0.8 16.8 63.2 4.0 2,423

 食品・飲料 14.9 14.0 0.9 2.6 21.1 53.5 1.8 114

 衣料・身の回り品 10.1 6.1 4.5 2.0 14.1 60.6 9.1 198

 住宅・建物 14.8 8.7 1.7 0.9 13.9 59.1 6.1 115

 紙・印刷 9.3 3.9 0.8 0.4 15.9 68.7 2.9 483

 材料・部品［非金属］ 10.9 3.8 1.9 1.0 19.5 63.3 3.2 313

 材料・部品［金属］ 10.5 4.5 0.7 0.7 13.6 67.8 4.9 447

 一般・精密機械 13.5 3.2 1.7 0.3 20.1 60.6 3.7 348

 電機・電子 19.3 6.9 0.9 1.3 22.7 51.9 2.6 233

 その他 13.4 6.1 1.8 0.0 11.0 68.9 3.0 164

 1～3人 7.3 3.1 0.7 0.3 8.6 75.9 5.7 1,037

 4～9人 12.5 6.7 1.5 1.1 19.3 60.0 3.6 720

 10～20人 16.3 5.3 1.7 0.3 25.6 52.5 1.7 301

 21～50人 22.3 8.8 2.6 1.0 26.9 44.0 2.1 193

 51～99人 27.4 12.3 6.8 5.5 37.0 28.8 0.0 73

 100人以上 22.1 7.4 4.4 2.9 30.9 39.7 1.5 68

 増加 19.2 8.8 2.4 1.9 21.2 51.4 2.7 590

 横ばい 11.1 3.6 1.6 0.3 16.1 66.3 4.1 704

 減少 9.5 4.2 1.1 0.7 14.4 68.0 4.8 1045

 黒字(プラス) 15.0 6.0 1.9 0.9 18.6 58.7 3.7 1389

 赤字(マイナス) 8.6 4.1 1.0 0.9 14.8 69.1 4.1 919

 増益 17.3 8.4 2.3 0.9 19.0 54.6 4.2 573

 横ばい 10.7 4.9 1.2 0.5 16.5 65.4 3.8 816

 減益 10.9 3.6 1.4 1.2 16.3 65.9 3.7 943
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第２章  人員の過不足状況 
 

第１節 雇用の現状 

１ 雇用している従業員の有無 

雇用している従業員の有無は、「従業員を雇用している」（64.7％）が６割を超える。 

業種別にみると、食品・飲料は「従業員を雇用している」（75.9％）が７割を超える。住宅・建物は「従

業員は雇用していない」（46.6％）が４割を超える。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「従業員は雇用していない」（60.2％）が６割を超え

る。 

地域別にみると、他の地域に比べて城東周辺は「従業員は雇用していない」（36.8％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「従業員を

雇用している」（80.6％）が８割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「従業員を雇用している」（70.2％）が

７割を超える。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「従業員を雇

用している」（76.0％）が７割を超える。 
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図表Ⅲ-２-１ 雇用している従業員の有無 
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２ ３年前と比較した全従業者数の変化 

３年前と比較した全従業者数の変化は、「横ばい」（63.8％）が最も高く、「減少」（21.1％）、「増加」（12.6％）

の順である。 

業種別にみると、他の業種に比べて衣料・身の回り品は「減少」（26.7％）が高い。電機・電子は「増加」

（19.2％）が約２割である。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「増加」が高くなる傾向がみられ、100人以上と回

答した企業は「増加」（32.8％）が３割を超える。 

地域別にみると、副都心は「横ばい」（67.6％）が７割程度である。他の地域に比べて城北は「減少」（25.6％）

が高い。 

年間売上高増減別(３年前)にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は全従業者数

の「増加」（26.1％）が２割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、赤字（マイナス）と回答した企業は「横ばい」（64.0％）、「減少」（26.6％）

が黒字（プラス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「増加」（18.4％）

が横ばい、減益と回答した企業に比べて高い。 

人件費単価の動向別にみると、他の項目に比べて大幅上昇（20％以上）と回答した企業は「増加」（24.1％）

が高い。 
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図表Ⅲ-２-２ ３年前と比較した全従業者数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）雇用している従業員の有無 (図表Ⅲ-２-１)で「従業員を雇用している」とした企業のみを集計。 

増加 横ばい 減少 ３年前は未創業 無回答
  n

1,675

88

131

59

325

236

290

242

182

115

409

634

284

187

71

67

137

136

255

391

106

251

117

267

495

509

613

1,026

575

456

553
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模
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7.7
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18.4
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9.7

24.1
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5.8

0.0

5.3
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63.6

58.0

71.2

66.5

63.1

64.8

62.0

61.0

66.1

75.1

66.4

53.5

57.2

50.7

47.8

64.2

67.6

63.9

66.0

65.1

64.9

55.6

59.9

59.4

73.5

59.9

63.9

64.0
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59.9
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３ ３年前と比較した正規従業員数の変化 

３年前と比較した正規従業員数の変化は、「横ばい」（60.2％）が最も高く、「減少」（17.8％）、「増加」

（11.2％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて住宅・建物は「いない」（10.2％）が高い。紙・印刷は「減少」（21.8％）

が２割を超える。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「増加」が高くなる傾向がみられ、100人以上と回

答した企業は「増加」（32.8％）が３割を超える。 

地域別にみると、他の地域に比べて都心は「増加」（16.1％）、「横ばい」（63.5％）が高い。城北は「減少」

（22.2％）が２割を超える。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は正規従業員

数の「増加」（23.4％）が横ばい、減少と回答した企業に比べて高い。 

売上高経常利益率別にみると、赤字（マイナス）と回答した企業は「横ばい」（61.7％）が６割を超える。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「減少」（21.3％）

が増益、横ばいと回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅲ-２-３ ３年前と比較した正規従業員数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）雇用している従業員の有無 (図表Ⅲ-２-１)で「従業員を雇用している」とした企業のみを集計。 

増加 横ばい 減少 いない
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未創業
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     n
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409
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58.5

63.3
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４ ３年前と比較した非正規従業員数の変化 

３年前と比較した非正規従業員数の変化は、「横ばい」（44.1％）が最も高く、「いない」（26.1％）、「減少」

（10.9％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「増加」（22.7％）、「横ばい」（52.3％）が高く、電機・

電子は「減少」（15.9％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「いない」（39.9％）が約４割である。従業者規模が

大きくなるほど「増加」、「横ばい」が高くなる傾向がみられる。 

地域別にみると、都心は「いない」（28.5％）が３割程度である。他の地域に比べて城北は「増加」（12.8％）

が高く、多摩は「横ばい」（46.8％）、「減少」（14.2％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は非正規従業

員数の「増加」（16.6％）、「横ばい」（47.7％）が横ばい、減少と回答した企業に比べて高い。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「増加」（10.9％）、「横ばい」(45.5％)

が赤字（マイナス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「減少」（13.9％）、

「いない」（28.4％）が増益、横ばいと回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅲ-２-４ ３年前と比較した非正規従業員数の変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）雇用している従業員の有無 (図表Ⅲ-２-１)で「従業員を雇用している」とした企業のみを集計。 
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290

242

182

115
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５ 人材採用意向 

人材採用意向（複数回答）は、「採用の意向はない」（52.6％）が最も高く、「必要な技能を持つ人を採用

したい」（26.9％）、「実務経験のある人を採用したい」（24.9％）の順で続く。 

業種別にみると、電機・電子は「必要な技能を持つ人を採用したい」（37.7％）が４割程度である。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「採用の意向はない」（82.1％）が８割を超える。従

業者規模が大きくなるほど「新卒者・若年層を採用したい」、「実務経験のある人を採用したい」、「高度な技

術知識を持つ人を採用したい」が高くなる傾向がみられる。 

代表者の年齢別にみると、50歳未満と回答した企業は「必要な技能を持つ人を採用したい」（42.7％）が

４割を超える。70歳以上と回答した企業は「採用の意向はない」（63.8％）が６割を超える。 

創業時期別にみると、1950年以前と回答した企業は「新卒者・若年層を採用したい」（33.7％）、「実務経

験のある人を採用したい」（31.9％）、「必要な技能を持つ人を採用したい」（35.5％）が３割を超える。 

人件費単価の動向別にみると、やや上昇（20％未満）と回答した企業は「実務経験のある人を採用したい」

（40.5％）、「必要な技能を持つ人を採用したい」（42.1％）が４割を超える。 
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図表Ⅲ-２-５ 人材採用意向 
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  ｎ

18.9 24.9 9.2 26.9 1.6 52.6 3.0 2,590

 食品・飲料 22.4 31.9 7.8 28.4 1.7 44.0 2.6 116

 衣料・身の回り品 11.4 19.2 6.1 24.0 1.7 57.6 2.6 229

 住宅・建物 11.9 22.0 6.8 23.7 0.0 62.7 3.4 118

 紙・印刷 14.4 20.7 5.3 20.1 2.0 60.4 3.2 507

 材料・部品［非金属］ 22.9 30.5 11.6 28.7 2.1 47.3 2.1 328

 材料・部品［金属］ 16.0 22.8 6.8 23.8 1.6 55.0 5.1 487

 一般・精密機械 25.5 26.1 13.4 33.6 1.1 47.8 1.6 372

 電機・電子 29.1 32.0 15.2 37.7 0.0 41.8 0.8 244

 その他 15.0 25.0 10.6 26.1 3.3 52.2 3.9 180

 1～3人 2.3 6.5 1.6 8.8 0.8 82.1 3.9 1,162

 4～9人 17.8 27.5 9.6 29.8 3.3 44.1 3.1 748

 10～20人 36.6 51.6 15.4 54.2 1.0 14.7 1.3 306

 21～50人 52.0 55.1 25.0 57.1 1.0 7.7 0.5 196

 51～99人 63.2 57.9 30.3 61.8 1.3 2.6 2.6 76

 100人以上 83.8 70.6 36.8 61.8 0.0 0.0 0.0 68

 50歳未満 36.5 39.6 17.6 42.7 2.0 27.1 1.6 255

 50歳代 22.8 31.2 10.3 31.1 1.2 45.5 2.4 740

 60歳代 17.5 25.0 8.0 25.2 1.7 55.6 1.7 725

 70歳以上 11.3 15.3 6.8 20.2 1.5 63.8 4.9 852

 1950年以前 33.7 31.9 13.1 35.5 2.1 39.0 2.5 282

 1951～1960年 22.3 28.0 10.6 28.5 1.9 48.4 3.3 368

 1961～1970年 17.6 22.5 8.1 24.4 1.3 57.1 1.9 529

 1971～1980年 17.8 24.2 8.3 27.2 0.8 54.7 3.3 360

 1981～1990年 17.4 24.8 8.4 25.1 1.1 53.1 4.4 367

 1991～2000年 11.9 20.2 8.3 27.5 1.8 58.7 3.2 218

 2001～2010年 17.6 27.1 10.1 29.3 1.6 50.5 2.1 188

 2011年以降 13.6 30.2 10.7 24.9 1.2 50.3 1.2 169

 大幅上昇(20％以上) 28.4 37.1 16.4 37.1 4.3 32.8 4.3 116

 やや上昇(20％未満) 32.7 40.5 16.1 42.1 1.7 28.7 2.0 897

 ほぼ横ばい(±５％未満) 13.4 19.9 5.9 21.9 1.2 61.3 2.9 1,120

 やや低下(20％未満) 3.2 5.3 2.1 8.4 3.2 82.1 3.2 95

 大幅低下(20％以上) 1.2 4.8 3.6 8.3 0.0 86.9 1.2 84

 一概には言えない 4.4 3.3 1.7 6.1 2.2 86.2 1.1 181
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６ 従業員の過不足状況 

従業員の過不足状況は、「適正」（51.3％）が最も高く、「やや不足」（25.0％）、「不足」（8.3％）の順で続

く。 

業種別にみると、住宅・建物は「適正」（57.6％）が６割程度である。他の業種に比べて一般・精密機械

は「不足」（12.6％）が高く、電機・電子は「やや不足」（33.2％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「適正」（62.3％）が６割を超える。従業者規模が大

きくなるほど「やや不足」が高くなる傾向がみられ、100 人以上と回答した企業は「やや不足」」（51.5％）

が５割を超える。 

年間売上高増減別(３年前)にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「やや不足」

（37.1％）が４割程度である。 

売上高経常利益率別にみると、赤字（マイナス）と回答した企業は「適正」（54.7％）、「やや過剰」（5.4％）、

「過剰」（0.7％）が黒字（プラス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「不足」（10.3％）、

「やや不足」（35.3％）が横ばい、減益と回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅲ-２-６ 従業員の過不足状況 
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第２節 人手不足の影響と対応 

１ 人手不足による具体的な影響 

人手不足による具体的な影響（複数回答）は、「需要増への対応が困難」（49.9％）が最も高く、「技術や

ノウハウの承継が困難」（32.7％）、「賃金引上げに伴う人件費の増加」（26.5％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「従業員の時間外労働の増加・有給取得率の低下」（24.4％）、

「採用コストの増加」（31.1％）、「賃金引上げに伴う人件費の増加」（40.0％）、「従業員の意欲低下」（15.6％）、

「労働条件悪化による従業員の離職の増加」（20.0％）が高い。電機・電子は「技術やノウハウの承継が困

難」（43.6％）が４割を超える。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～３人と回答した企業は「事業の維持が困難」（28.9％）

が高い。100人以上と回答した企業は「技術やノウハウの承継が困難」（48.8％）が５割程度である。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「需要増へ

の対応が困難」（57.6％）が６割程度である。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「需要増への対応が困難」（52.1％）、「技

術やノウハウの承継が困難」（34.8％）、「製品の質の低下」（12.6％）、「従業員の時間外労働の増加・有給取

得率の低下」（16.0％）、「労働条件悪化による従業員の離職の増加」（6.7％）が赤字（マイナス）と回答し

た企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が減益と回答した企業は「賃金引上げ

に伴う人件費の増加」（29.8％）が約３割である。 
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図表Ⅲ-２-７ 人手不足による具体的な影響 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）従業員の過不足状況 (図表Ⅲ-２-６)で「不足」、「やや不足」とした企業のみを集計。 
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  ｎ

49.9 19.5 8.7 32.7 12.4 15.5 18.5 26.5 10.8 6.5 2.3 7.1 1.6 863

 食品・飲料 37.8 13.3 11.1 26.7 8.9 24.4 31.1 40.0 15.6 20.0 2.2 4.4 4.4 45

 衣料・身の回り品 56.9 24.6 9.2 36.9 18.5 10.8 7.7 26.2 12.3 7.7 4.6 4.6 0.0 65

 住宅・建物 46.9 25.0 6.3 34.4 18.8 9.4 21.9 25.0 12.5 3.1 0.0 6.3 0.0 32

 紙・印刷 46.2 19.3 6.9 22.8 15.2 18.6 17.2 31.0 11.0 8.3 2.8 6.2 3.4 145

 材料・部品［非金属］ 48.8 16.5 6.6 28.9 10.7 19.8 21.5 28.1 14.0 7.4 1.7 5.8 0.0 121

 材料・部品［金属］ 45.5 23.8 7.0 34.3 13.3 9.1 15.4 22.4 7.0 6.3 1.4 10.5 2.1 143

 一般・精密機械 59.0 18.1 12.5 37.5 9.0 16.7 22.9 22.2 9.7 1.4 0.7 6.3 1.4 144

 電機・電子 57.4 15.8 10.9 43.6 11.9 15.8 16.8 25.7 6.9 2.0 4.0 3.0 2.0 101

 その他 39.3 19.7 6.6 27.9 6.6 13.1 13.1 23.0 11.5 6.6 4.9 18.0 0.0 61

 1～3人 44.3 28.9 4.6 27.3 10.3 8.2 12.4 19.6 7.7 3.1 1.5 10.3 1.5 194

 4～9人 52.3 20.5 9.4 28.9 10.7 10.7 15.8 27.5 7.4 3.7 2.7 5.7 2.3 298

 10～20人 52.9 13.1 9.8 36.6 17.6 19.6 17.6 30.7 13.7 5.9 3.9 7.2 0.7 153

 21～50人 52.1 10.3 6.8 36.8 12.0 17.1 25.6 29.1 11.1 6.8 0.9 8.5 1.7 117

 51～99人 52.2 17.4 15.2 39.1 19.6 32.6 37.0 23.9 15.2 21.7 2.2 0.0 2.2 46

 100人以上 46.5 23.3 18.6 48.8 11.6 41.9 25.6 32.6 30.2 27.9 0.0 2.3 0.0 43

 増加 57.6 12.7 10.2 34.6 13.1 19.1 19.4 26.5 11.0 8.5 2.5 4.6 1.8 283

 横ばい 47.2 19.4 6.7 32.5 9.5 17.9 15.1 24.2 9.5 5.6 2.0 8.3 1.6 252

 減少 44.2 26.7 8.2 31.2 14.0 11.0 21.6 30.1 12.0 6.2 2.7 7.9 1.7 292

 黒字(プラス) 52.1 17.9 8.5 34.8 12.6 16.0 17.4 24.8 10.6 6.7 1.8 6.6 1.8 564

 赤字(マイナス) 47.9 22.2 9.6 28.0 11.5 15.7 21.5 29.5 10.7 5.4 3.1 8.0 0.4 261

 増益 52.9 15.0 8.4 33.6 10.2 18.6 19.3 27.7 10.2 8.0 1.8 5.8 2.6 274

 横ばい 53.6 19.5 8.6 34.1 13.5 14.2 16.5 22.8 8.6 6.0 1.9 7.9 0.4 267

 減益 45.2 24.3 8.6 30.8 13.4 14.7 20.2 29.8 13.0 5.5 2.7 7.5 1.7 292
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２ 人事・給与等や業務に関する現在までの取組 

人事・給与等や業務に関する現在までの取組（複数回答）は、「正規従業員の賃金引上げ」（42.2％）が最

も高く、「労働時間の縮減・休暇の拡充」（26.8％）、「定年延長や再雇用による雇用継続」（22.9％）の順で

続く。なお、「特になし」（30.5％）は３割を超える。 

業種別にみると、他の業種に比べて電機・電子は「正規従業員の賃金引上げ」（57.8％）、「正規従業員の

採用」（29.9％）、「定年延長や再雇用による雇用継続」（34.8％）、「非正規従業員の正規従業員化」（7.8％）、

「業務の効率化（機械化、ＩＴ・ＡＩ活用等を含む）」（20.1％）が高い。 

従業者規模別にみると、100 人以上と回答した企業は「非正規従業員の賃金引上げ」（54.4％）が５割を

超える。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「正規従業

員の賃金引上げ」（66.6％）が６割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、赤字（マイナス）と回答した企業は「正規従業員の賃金引上げ」（28.7％）

が３割程度である。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「正規従業員

の賃金引上げ」（58.5％）が６割程度である。 
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図表Ⅲ-２-８ 人事・給与等や業務に関する現在までの取組 
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42.2 18.5 26.8 12.0 16.6 7.1 22.9 3.8 4.4 4.6 11.4 6.9 6.3 0.8 30.5 7.7 2,590

 食品・飲料 50.0 40.5 35.3 12.1 21.6 16.4 23.3 6.9 7.8 12.9 12.9 12.9 7.8 0.0 16.4 7.8 116

 衣料・身の回り品 31.9 17.5 23.1 8.3 8.7 4.8 13.5 2.2 2.2 4.4 8.3 4.8 7.0 0.9 36.7 9.6 229

 住宅・建物 30.5 5.9 21.2 18.6 14.4 3.4 11.0 0.8 0.0 2.5 6.8 5.9 6.8 0.0 41.5 9.3 118

 紙・印刷 36.3 15.2 27.6 10.1 10.3 6.7 20.1 3.0 4.7 2.4 10.8 9.3 9.1 1.4 31.6 7.5 507

 材料・部品［非金属］ 49.7 22.0 25.0 10.4 18.3 8.2 29.0 5.8 4.6 4.3 9.5 6.1 4.0 0.6 25.9 5.8 328

 材料・部品［金属］ 36.8 13.6 23.4 11.3 14.0 4.9 19.3 2.3 3.9 3.3 10.5 4.1 4.7 0.8 36.1 10.3 487

 一般・精密機械 46.0 20.2 31.2 14.2 22.0 5.9 29.6 3.0 4.8 7.3 12.1 6.7 8.3 0.8 27.7 7.5 372

 電機・電子 57.8 25.4 32.4 14.8 29.9 12.7 34.8 7.8 7.4 4.5 20.1 9.8 4.5 0.4 23.4 3.3 244

 その他 45.6 16.7 21.1 12.2 16.7 5.0 17.2 3.9 2.8 4.4 11.1 4.4 2.2 0.6 30.6 7.2 180

 1～3人 13.3 4.4 10.2 4.6 1.5 1.4 4.3 0.2 0.0 0.3 3.6 3.7 6.2 0.9 54.9 13.1 1,162

 4～9人 54.0 20.5 35.2 14.6 14.8 5.5 22.2 1.5 2.8 4.0 9.4 6.4 7.6 0.9 16.2 4.3 748

 10～20人 74.8 34.6 47.4 18.3 32.7 13.4 49.7 2.9 9.5 7.8 20.3 12.1 4.9 0.3 5.2 2.3 306

 21～50人 81.1 44.9 49.0 23.0 51.5 18.4 60.2 13.3 12.8 16.3 26.0 12.8 4.6 0.0 2.0 1.0 196

 51～99人 93.4 46.1 46.1 27.6 61.8 25.0 60.5 31.6 26.3 17.1 42.1 17.1 5.3 0.0 0.0 2.6 76

 100人以上 91.2 54.4 39.7 30.9 69.1 41.2 77.9 36.8 25.0 20.6 48.5 19.1 1.5 1.5 0.0 0.0 68

 増加 66.6 31.3 39.1 20.4 29.6 13.7 32.4 8.6 7.8 8.8 20.5 11.9 2.9 0.8 16.1 4.2 614

 横ばい 42.0 18.4 25.8 11.2 15.4 6.0 23.8 2.3 2.8 4.0 11.2 6.6 5.1 0.4 30.1 6.7 748

 減少 30.1 11.8 20.9 8.2 10.1 4.2 17.2 2.1 3.7 2.8 6.9 4.4 9.3 1.1 37.7 9.9 1,124

 黒字(プラス) 52.4 22.7 30.6 14.6 22.0 9.1 27.7 5.4 5.3 5.9 14.2 8.1 5.2 0.7 24.6 6.4 1,461

 赤字(マイナス) 28.7 13.4 21.8 8.8 9.0 4.5 17.2 1.6 3.3 2.6 7.6 5.7 7.9 0.8 38.4 8.3 988

 増益 58.5 28.3 32.2 16.8 24.7 10.8 31.3 5.3 5.8 6.0 16.2 11.7 4.2 0.0 22.0 4.5 600

 横ばい 40.2 16.7 25.6 11.0 14.5 6.5 21.2 3.5 3.7 4.4 10.7 5.5 6.5 1.4 31.6 8.2 866

 減益 35.7 14.7 25.2 10.5 13.7 5.7 20.6 3.4 4.4 4.2 9.8 5.7 7.6 0.7 33.8 8.5 1,013
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３ 人事・給与等や業務に関して今後予定している取組 

人事・給与等や業務に関して今後予定している取組（複数回答）は、「正規従業員の賃金引上げ」（34.9％）

が最も高く、「正規従業員の採用」（18.9％）、「定年延長や再雇用による雇用継続」（16.9％）の順で続く。

なお、「特になし」（37.1％）は４割程度である。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「非正規従業員の賃金引上げ」（29.3％）、「労働時間の

縮減・休暇の拡充」（20.7％）、「福利厚生の充実」（13.8％）、「非正規従業員の採用」（12.9％）、「外国人材

の積極活用」（12.9％）が高い。電機・電子は「正規従業員の賃金引上げ」（46.3％）が４割を超える。 

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「正規従業員の賃金引上げ」、「福利厚生の充実」、

「非正規従業員の採用」、「非正規従業員の正規従業員化」、「業務の効率化（機械化、ＩＴ・ＡＩ活用等を含

む）」、「外部委託（アウトソーシング）の活用」が高くなる傾向がみられる。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「正規従業

員の賃金引上げ」（52.6％）が５割を超える。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「正規従業員の賃金引上げ」（41.8％）

が４割を超える。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「正規従業員

の賃金引上げ」（48.2％）が５割程度である。 
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図表Ⅲ-２-９ 人事・給与等や業務に関して今後予定している取組 
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無

回
答

  ｎ

34.9 14.3 16.0 11.1 18.9 6.9 16.9 3.4 4.5 4.6 12.6 6.5 6.2 0.7 37.1 7.9 2,590

 食品・飲料 37.1 29.3 20.7 13.8 22.4 12.9 15.5 5.2 6.0 12.9 18.1 10.3 7.8 0.9 25.0 6.9 116

 衣料・身の回り品 24.0 13.1 13.5 7.0 10.5 6.1 10.5 3.5 3.1 6.1 6.6 6.6 6.6 0.9 43.2 10.5 229

 住宅・建物 26.3 4.2 15.3 11.9 14.4 2.5 11.9 0.8 0.0 3.4 8.5 5.1 6.8 0.0 50.0 8.5 118

 紙・印刷 33.1 12.0 15.8 9.3 13.8 5.7 14.4 3.0 4.3 2.0 11.4 7.5 8.9 1.2 38.9 7.9 507

 材料・部品［非金属］ 41.5 18.6 14.6 11.3 19.5 9.5 22.0 4.3 5.8 5.8 11.9 4.0 3.4 0.6 31.7 5.8 328

 材料・部品［金属］ 31.4 10.7 13.1 10.7 17.2 5.7 16.6 2.1 3.5 3.5 11.3 4.5 5.7 0.4 41.3 10.7 487

 一般・精密機械 36.0 14.2 19.4 12.9 23.7 6.7 20.2 3.2 5.1 5.9 14.8 6.7 6.2 0.5 37.4 7.0 372

 電機・電子 46.3 18.9 18.4 12.7 32.0 9.8 23.8 6.6 7.4 4.5 22.1 11.5 4.9 0.8 27.9 3.7 244

 その他 36.1 13.9 16.7 12.8 19.4 5.0 11.1 2.8 3.3 2.8 10.0 3.3 4.4 0.6 35.0 8.3 180

 1～3人 11.4 3.5 7.1 3.4 2.8 2.0 2.8 0.3 0.3 0.2 2.8 3.0 6.3 0.9 59.3 13.0 1162

 4～9人 44.8 15.6 18.9 11.9 18.3 6.4 17.2 2.5 2.0 4.5 10.8 6.6 7.6 0.7 28.2 4.5 748

 10～20人 63.1 27.5 29.4 20.9 41.8 12.1 36.6 5.2 9.8 8.8 24.2 10.5 4.9 0.0 10.5 2.9 306

 21～50人 65.3 34.7 29.1 24.5 51.5 18.4 41.8 11.2 16.3 13.3 32.7 14.3 3.1 0.5 7.1 2.0 196

 51～99人 65.8 34.2 31.6 27.6 60.5 22.4 55.3 17.1 28.9 21.1 43.4 15.8 6.6 0.0 1.3 2.6 76

 100人以上 76.5 39.7 22.1 27.9 57.4 25.0 50.0 20.6 16.2 20.6 55.9 16.2 2.9 2.9 2.9 0.0 68

 増加 52.6 23.0 24.3 20.5 33.4 12.5 23.8 8.3 8.6 9.1 20.7 10.1 3.6 0.5 23.1 4.2 614

 横ばい 36.5 15.2 16.0 10.0 18.0 6.3 17.4 2.0 3.2 4.3 12.0 6.1 5.3 0.9 37.0 7.6 748

 減少 24.5 9.0 11.5 6.8 11.6 4.4 13.0 1.6 3.1 2.6 8.7 4.6 8.3 0.7 44.5 9.8 1124

 黒字(プラス) 41.8 17.4 19.8 13.7 24.4 8.4 20.3 4.6 5.7 6.1 15.5 8.0 5.1 0.6 31.0 6.8 1461

 赤字(マイナス) 25.8 10.4 11.3 8.0 11.8 5.3 12.7 1.8 3.1 2.6 8.6 4.5 7.8 0.8 45.5 8.3 988

 増益 48.2 21.3 20.7 16.7 28.7 10.7 21.7 4.5 5.8 5.5 17.3 8.0 4.0 0.2 27.0 5.2 600

 横ばい 33.8 12.6 16.5 9.7 16.4 5.5 16.4 3.5 3.9 4.6 11.9 6.9 6.2 1.0 38.3 8.7 866

 減益 29.2 12.0 13.7 9.2 16.1 6.0 15.4 2.7 4.5 4.4 10.8 5.6 7.5 0.6 41.2 8.3 1013
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第３章  海外展開の現状と方向性 
 

第１節 製品・商品の輸出の現状 

１ 輸出の状況 

製品・商品の輸出の状況（複数回答）は、「輸出していない」（73.2％）が最も高く、「商社・卸などを通

じて間接的に輸出している」（10.5％）、「把握していない」（8.8％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて材料・部品[非金属]は「商社・卸などを通じて間接的に輸出している」

（17.7％）が高く、電機・電子は「直接輸出している」（12.7％）が高い。 

従業者規模別にみると、１～３人と回答した企業は「輸出していない」（77.6％）が８割程度である。従

業者規模が大きくなるほど「直接輸出している」、「商社・卸などを通じて間接的に輸出している」が高くな

る傾向がみられる。 

代表者の年齢別にみると、他の代表者の年齢に比べて 50歳未満と回答した企業は「直接輸出している」

（9.0％）、「商社・卸などを通じて間接的に輸出している」（14.5％）が高く、70 歳以上と回答した企業は

「把握していない」（9.7％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「直接輸出

している」（9.9％）、「商社・卸などを通じて間接的に輸出している」（14.8％）が横ばい、減少と回答した

企業に比べて高い。 

売上高経常利益率別にみると、黒字（プラス）と回答した企業は「直接輸出している」（8.0％）、「商社・

卸などを通じて間接的に輸出している」（13.1％）が赤字（マイナス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「直接輸出し

ている」（8.2％）、「商社・卸などを通じて間接的に輸出している」（12.0％）が横ばい、減益と回答した企

業に比べて高い。 
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図表Ⅲ-３-１ 輸出の状況 
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  ｎ

5.8 10.5 8.8 73.2 3.6 2,590

5.7 8.3 5.6 77.7 4.4 2,527

 食品・飲料 6.0 16.4 4.3 70.7 4.3 116

 衣料・身の回り品 4.4 5.7 4.4 82.1 3.5 229

 住宅・建物 2.5 3.4 3.4 88.1 3.4 118

 紙・印刷 2.0 2.4 4.7 86.6 4.3 507

 材料・部品［非金属］ 8.2 17.7 10.4 66.2 1.8 328

 材料・部品［金属］ 3.3 11.3 12.1 70.0 4.1 487

 一般・精密機械 9.7 14.5 15.3 60.5 3.5 372

 電機・電子 12.7 16.8 11.5 61.5 2.5 244

 その他 6.1 8.9 3.9 78.3 4.4 180

 1～3人 1.0 4.6 11.5 77.6 5.5 1,162

 4～9人 5.2 10.2 9.1 75.1 2.1 748

 10～20人 9.5 17.3 4.2 70.3 1.6 306

 21～50人 14.3 19.9 4.1 64.3 2.0 196

 51～99人 25.0 23.7 3.9 52.6 0.0 76

 100人以上 30.9 44.1 0.0 38.2 1.5 68

 50歳未満 9.0 14.5 7.1 72.2 0.8 255

 50歳代 6.1 10.5 8.9 74.2 2.3 740

 60歳代 5.0 10.3 8.3 75.6 2.3 725

 70歳以上 5.5 9.6 9.7 70.4 6.3 852

 増加 9.9 14.8 5.9 70.7 1.5 614

 横ばい 5.5 10.0 9.4 74.2 3.1 748

 減少 3.9 8.6 10.4 73.6 4.7 1,124

 黒字(プラス) 8.0 13.1 7.7 71.3 2.8 1,461

 赤字(マイナス) 2.9 7.1 10.3 76.6 3.7 988

 増益 8.2 12.0 6.7 72.0 3.2 600

 横ばい 5.8 10.2 9.9 73.1 3.0 866

 減益 4.8 10.7 9.2 73.5 3.8 1,013
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２ 年間売上高に占める輸出額の割合 

年間売上高に占める輸出額の割合は、「５％未満」（45.9％）が最も高く、「５～10％未満」（16.3％）、「10

～20％未満」（13.3％）の順で続く。 

業種別にみると、食品・飲料は「５％未満」（66.7％）が６割を超える。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～３人と回答した企業は「５～10％未満」（22.6％）

が高い。100人以上と回答した企業は「５％未満」（56.1％）が５割を超える。 

代表者の年齢別にみると、50歳未満と回答した企業は『10％以上』（43.1％）が４割を超える。他の代表

者の年齢に比べて 60歳代と回答した企業は『10％未満』（70.0％）が高い。 

 

図表Ⅲ-３-２ 年間売上高に占める輸出額の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）輸出の状況 (図表Ⅲ-３-１)で「直接輸出している」、「商社・卸などを通じて間接的に輸出している」とした企業のみを集計。 

５％未満
５～10％
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20～40％
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60％以上 無回答
   n
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40.8
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３ ３年前と比較した輸出額の変化 

３年前と比較した輸出額の変化は、「ほぼ横ばい（±５％未満）」（53.1％）が最も高く、「やや増加（20％

未満）」（14.7％）、「やや減少（20％未満）」（10.4％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて食品・飲料は「大幅増加（20％以上）」（12.5％）が高い。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～３人と回答した企業は「大幅減少（20％以上）」

（16.1％）が高い。100 人以上と回答した企業は「ほぼ横ばい（±５％未満）」（70.7％）が７割を超える。 

代表者の年齢別にみると、50歳未満と回答した企業は「ほぼ横ばい（±５％未満）」（60.8％）が６割を超

える。 

 

図表Ⅲ-３-３ ３年前と比較した輸出額の変化 

 

 

 

  

（注）輸出の状況 (図表Ⅲ-３-１)で「直接輸出している」、「商社・卸などを通じて間接的に輸出している」とした企業のみを集計。 
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5.9

12.5

4.3

0.0

0.0

4.2

4.5

11.7

3.3

4.2

6.5

3.9

8.2

5.2

9.1

4.9

5.9

7.4

2.0

7.8

14.7

25.0

17.4

33.3

27.3

12.7

11.9

11.7

15.0

8.3

6.5

15.7

17.8

12.1

27.3
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17.6

17.6

14.0

11.3

53.1

41.7

52.2

66.7

63.6

54.9

49.3
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56.7
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36.4

70.7
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0.0

9.1

16.9

13.4

6.5

10.0

8.3

11.3

8.8

8.2

15.5

18.2

4.9

5.9

12.0

7.0

13.9

8.8

0.0

8.7
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13.0
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0.0
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今回調査

(全体)

食品・飲料

衣料・身の回り品

住宅・建物

紙・印刷

材料・部品[非金属]

材料・部品[金属]

一般・精密機械

電機・電子

その他

1～3人

4～9人

10～20人

21～50人

51～99人

100人以上

50歳未満

50歳代

60歳代

70歳以上

代
表
者
の
年
齢
別
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第２節 海外生産の方向性 

１ 海外生産の今後の方向性 

海外生産（自社生産及び委託生産）の今後の方向性は、「現在は海外での生産を行っておらず、今後もそ

の予定はない」（84.7％）が最も高く、「現在は海外での生産を行っていないが、今後は検討したい」（3.9％）、

「既に海外での生産を行っており、現在の場所・規模で続けたい」（2.8％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて衣料・身の回り品は「既に海外での生産を行っており、現在の場所・

規模で続けたい」（6.1％）が高い。材料・部品[金属]は「現在は海外での生産を行っておらず、今後もその

予定はない」（88.5％）が９割程度である。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて 100人以上と回答した企業は「既に海外での生産を行っ

ており、今後は規模を拡充したい」（7.4％）、「既に海外での生産を行っており、現在の場所・規模で続けた

い」（17.6％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「現在は海

外での生産を行っていないが、今後は検討したい」（5.4％）、「既に海外での生産を行っており、今後は規模

を拡充したい」（2.9％）、「既に海外での生産を行っており、現在の場所・規模で続けたい」（5.0％）、「既に

海外での生産を行っているが、今後は規模を縮小したい」（1.3％）が横ばい、減少と回答した企業に比べて

高い。 
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図表Ⅲ-３-４ 海外生産の今後の方向性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現在は海外で
の生産を行っ
ていないが、
今後は検討し

たい

既に海外での
生産を行って
おり、今後は
規模を拡充し

たい

既に海外での
生産を行って
おり、現在の
場所・規模で

続けたい

既に海外での
生産を行って
おり、場所は
移転しつつ、
現在の規模を
維持したい

既に海外での
生産を行って
いるが、今後
は規模を縮小

したい

現在は海外で
の生産を行っ
ておらず、今
後もその予定

はない

無回答

   n

2,590

116

229

118

507

328

487

372

244

180

1,162

748

306

196

76

68

614

748

1,124

1,461

988

600

866

1,013
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5.9

2.6
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86.0
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86.9
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80.1
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67.6
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86.9
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83.1

86.7

81.8

86.5

85.0

6.3

5.2

4.8

6.8

9.3

5.2

5.7

8.6

2.5

3.9

9.2

5.6

2.0

2.0

0.0

1.5

4.2

5.3

8.2

5.9

6.8

5.7

5.7

7.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回調査

(全体)

食品・飲料

衣料・身の回り品

住宅・建物

紙・印刷

材料・部品[非金属]

材料・部品[金属]

一般・精密機械

電機・電子

その他

1～3人

4～9人

10～20人

21～50人

51～99人

100人以上

増加

横ばい

減少

黒字(プラス)

赤字(マイナス)

増益
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業
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従
業
者
規
模
別

年
間
売
上
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増
減
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（
３
年
前
）

売
上
高
経
常

(

利
益
率
別

経
常
損
益
の

変
化
別
（
３
年
前
）
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２ 海外生産に積極的な理由 

海外生産に積極的な理由（複数回答）は、「海外は国内よりコストが安いため」（49.5％）が最も高く、「原

材料や外注先が海外でも確保できるため」（30.1％）、「海外での販路開拓にも役立つため」（29.2％）の順で

続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて衣料・身の回り品は「国内では必要な人員・人材の確保が難しいため」

（38.7％）が高い。一般・精密機械は「販路やパートナー企業との関係など営業上の必要があるため」（27.3％）

が３割程度である。 

従業者規模別にみると、他の従業者規模に比べて１～３人と回答した企業は「原材料や外注先が海外でも

確保できるため」（35.7％）が高い。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「海外は国

内よりコストが安いため」（52.4％）、「海外での販路開拓にも役立つため」（32.1％）、「国内では必要な人員・

人材の確保が難しいため」（28.6％）、「為替変動の影響を考慮して」（6.0％）、「他に拠点を立ち上げたから」

（2.4％）が横ばい、減少と回答した企業に比べて高い。 

売上高経常利益率別にみると、赤字（マイナス）と回答した企業は「原材料や外注先が海外でも確保でき

るため」（31.1％）が３割を超える。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「海外は国内

よりコストが安いため」（55.1％）、「販路やパートナー企業との関係など営業上の必要があるため」（18.8％）、

「他に拠点を立ち上げたから」（2.9％）が横ばい、減益と回答した企業に比べて高い。 
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図表Ⅲ-３-５ 海外生産に積極的な理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）海外生産の今後の方向性 (図表Ⅲ-３-４)で「現在は海外での生産を行っていないが、今後は検討したい」、「既に海外で

の生産を行っており、今後は規模を拡充したい」、「既に海外での生産を行っており、現在の場所・規模で続けたい」、

「既に海外での生産を行っており、場所は移転しつつ、現在の規模を維持したい」とした企業のみを集計。 
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他

無

回

答

  ｎ

49.5 30.1 29.2 17.1 27.8 4.6 1.9 6.0 5.1 216

 食品・飲料 45.5 9.1 54.5 0.0 0.0 0.0 9.1 0.0 18.2 11

 衣料・身の回り品 61.3 38.7 19.4 9.7 38.7 6.5 0.0 3.2 3.2 31

 住宅・建物 63.6 36.4 27.3 9.1 18.2 0.0 0.0 0.0 9.1 11

 紙・印刷 33.3 20.8 33.3 12.5 20.8 4.2 0.0 8.3 4.2 24

 材料・部品［非金属］ 61.3 41.9 29.0 19.4 32.3 9.7 0.0 9.7 3.2 31

 材料・部品［金属］ 48.0 36.0 32.0 20.0 28.0 0.0 4.0 0.0 4.0 25

 一般・精密機械 39.4 21.2 33.3 27.3 33.3 6.1 0.0 9.1 0.0 33

 電機・電子 44.0 28.0 24.0 16.0 28.0 4.0 8.0 8.0 4.0 25

 その他 50.0 25.0 20.8 25.0 25.0 4.2 0.0 8.3 12.5 24

 1～3人 42.9 35.7 9.5 7.1 21.4 2.4 4.8 7.1 11.9 42

 4～9人 50.7 29.3 32.0 18.7 29.3 5.3 0.0 8.0 4.0 75

 10～20人 43.8 21.9 40.6 12.5 34.4 6.3 0.0 3.1 6.3 32

 21～50人 58.6 31.0 24.1 13.8 37.9 6.9 0.0 6.9 0.0 29

 51～99人 47.1 29.4 29.4 17.6 29.4 0.0 11.8 0.0 0.0 17

 100人以上 55.0 35.0 50.0 40.0 5.0 5.0 0.0 5.0 5.0 20

 増加 52.4 25.0 32.1 17.9 28.6 6.0 2.4 3.6 2.4 84

 横ばい 48.1 27.8 29.6 20.4 27.8 3.7 1.9 9.3 5.6 54

 減少 46.4 36.2 27.5 13.0 27.5 4.3 1.4 7.2 8.7 69

 黒字(プラス) 53.4 28.4 31.1 18.2 28.4 4.1 1.4 5.4 3.4 148

 赤字(マイナス) 37.7 31.1 27.9 14.8 26.2 6.6 3.3 8.2 8.2 61

 増益 55.1 27.5 26.1 18.8 29.0 1.4 2.9 1.4 2.9 69

 横ばい 43.8 26.6 29.7 14.1 29.7 4.7 1.6 7.8 6.3 64

 減益 50.7 34.2 34.2 17.8 24.7 8.2 1.4 8.2 5.5 73
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３ 海外生産に消極的な理由 

海外生産に消極的な理由（複数回答）は、「海外では必要な人員・人材の確保が難しいため」（21.8％）が

最も高く、「リスクが増大したため」（11.2％）、「海外でのコストが上昇したため」（6.8％）の順で続く。 

業種別にみると、他の業種に比べて材料・部品[非金属]は「リスクが増大したため」（13.6％）が高く、

電機・電子は「販路やパートナー企業との関係など営業上の必要が縮小したため」（6.6％）、「海外では必要

な人員・人材の確保が難しいため」（29.6％）、「現地企業等との競争の激化のため」（4.7％）が高い。 

従業者規模別にみると、100 人以上と回答した企業は「海外でのコストが上昇したため」（23.4％）、「リ

スクが増大したため」（23.4％）が２割を超える。 

年間売上高増減別（３年前）にみると、３年前と比較した年間売上高が増加と回答した企業は「海外では

必要な人員・人材の確保が難しいため」（27.6％）が３割程度である。 

売上高経常利益率別にみると、赤字（マイナス）と回答した企業は「リスクが増大したため」（11.7％）、

「現地企業等との競争の激化のため」（2.3％）が黒字（プラス）と回答した企業を上回る。 

経常損益の変化別（３年前）にみると、３年前と比較した経常損益が増益と回答した企業は「海外では必

要な人員・人材の確保が難しいため」（25.6％）が２割を超える。 

 

 

 

 

 

  



 

203 

第
Ⅲ
編 

第
３
章 

海
外
展
開
の
現
状
と
方
向
性 

図表Ⅲ-３-６ 海外生産に消極的な理由 
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回
答

  ｎ

6.8 11.2 4.5 5.3 21.8 4.0 2.2 51.2 13.7 2,211

 食品・飲料 4.0 10.1 9.1 6.1 28.3 8.1 0.0 45.5 15.2 99

 衣料・身の回り品 9.1 8.6 1.6 5.3 13.4 3.2 0.5 56.1 17.6 187

 住宅・建物 6.1 9.1 5.1 5.1 13.1 3.0 3.0 54.5 16.2 99

 紙・印刷 4.6 9.9 3.4 6.4 19.3 2.3 1.8 56.0 12.6 436

 材料・部品［非金属］ 6.4 13.6 5.0 3.6 26.4 3.2 0.7 49.3 12.9 280

 材料・部品［金属］ 5.8 11.3 4.6 5.5 18.9 3.7 2.8 52.3 14.7 434

 一般・精密機械 10.1 12.4 3.3 4.2 26.7 5.2 3.9 47.6 12.7 307

 電機・電子 8.0 13.1 8.0 6.6 29.6 6.1 4.7 44.6 10.3 213

 その他 8.1 10.1 4.7 4.0 19.5 4.0 0.7 51.0 15.4 149

 1～3人 4.4 7.6 3.0 5.0 12.2 1.6 0.9 57.7 17.5 1,013

 4～9人 7.1 13.3 4.0 5.5 23.8 4.9 3.2 48.5 13.5 631

 10～20人 9.0 14.6 7.1 4.9 35.8 6.7 3.4 43.7 9.3 268

 21～50人 11.7 16.6 9.2 5.5 31.9 9.2 3.1 46.0 5.5 163

 51～99人 8.5 10.2 6.8 3.4 52.5 1.7 5.1 39.0 3.4 59

 100人以上 23.4 23.4 14.9 10.6 51.1 14.9 6.4 25.5 0.0 47

 増加 9.1 13.9 6.0 5.2 27.6 7.7 2.2 49.8 9.7 504

 横ばい 5.5 10.9 4.4 5.5 20.8 2.9 1.5 52.1 13.6 654

 減少 6.6 10.2 3.6 5.6 19.6 3.0 2.8 51.2 15.5 963

 黒字(プラス) 7.7 11.3 4.6 6.3 23.6 4.2 2.2 50.9 12.2 1,227

 赤字(マイナス) 6.0 11.7 4.4 4.3 20.0 3.7 2.3 52.6 13.5 860

 増益 8.0 10.9 5.2 3.4 25.6 5.4 1.8 50.3 11.9 497

 横ばい 5.6 10.8 4.4 6.1 22.6 4.5 1.9 51.9 13.3 753

 減益 7.5 12.0 4.4 6.1 19.5 2.9 2.9 51.7 13.5 867
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（注）海外生産の今後の方向性 (図表Ⅲ-３-４)で「既に海外での生産を行っているが、今後は規模を縮小したい」、「現在は海

外での生産を行っておらず、今後もその予定はない」とした企業のみを集計。 


